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 第４節 情報収集・提供 

 

１ 情報収集・提供のための体制の整備 

 町は、武力攻撃等の状況、国民保護措置の実施状況、被災情報、その他の情報等

を収集及び整理し、関係機関及び住民に対してこれらの情報の提供等を適時かつ適

切に実施するための体制を整備する。 

 また、国民保護措置の実施のために必要な情報の収集、蓄積及び更新に努めると

ともに、これらの情報が関係機関により円滑に利用されるよう、情報セキュリティ

ー等に留意しながらデータベース化等に努める。 

 

２ 通信の確保 

  町は、武力攻撃事態等における警報の伝達等に必要となる同報系その他の防災行

政無線等のデジタル化を推進し、通信体制の整備等通信の確保に努める。 
  

３ 非常通信体制の確保・整備 

 町は、武力攻撃災害発生時においても情報の収集、提供を確実に行うため、情報

伝達ルートの多ルート化や停電等に備えて非常用電源の確保、災害時優先電話の確

保を図るなど、自然災害時における体制を活用して、情報収集、連絡体制の整備に

努める。 

 また、町は、国民保護措置の実施に関し、非常通信体制の整備を図るものとし、

自然災害その他の非常時における通信の円滑な運用を図ること等を目的として、関

係省庁や電気通信事業者等で構成された非常通信協議会との連携に十分配慮する。 

 

 

 第５節 広報・啓発  

 

１ 広報・啓発体制の整備 

 町は、府や報道機関などと連携して、国民保護に関する情報を迅速かつ正確に提

供できるよう、あらかじめ災害広報責任者を選任し、提供すべき項目の明確化や広

報資料のひな型の作成などの事前整備を行う。 

 
２ 住民に対する広報・啓発 

 町は、国や府などの関係機関と連携しつつ、住民に対し、広報紙、テレビ、ラジ

オ、パンフレット、インターネット等の様々な媒体を活用するとともに、講演会等


